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〔背景及び趣旨〕 

 

 我が国は国民皆保険のもと、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。 

しかし、急速な少子高齢化や国民の意識変化などにより、大きな環境変化に直面しており、 

医療制度を持続可能なものにするために、その構造改革が急務となっている。 

 このような状況に対応するため、高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて、保険者 

は、被保険者及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査（特定健康診査） 

及びその結果により、健康の保持に努める必要がある者に対する保健指導（特定保健指導） 

を実施することとされた。 

 本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な 

事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的事項 

について定めるものである。 

 なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、６年ごとに６年を一期として 

特定健康診査等実施計画を定めることとする。 

 

〔当健康保険組合の現状〕 

 

 当健康保険組合は、設備工事を主たる業とする事業所が加入している健康保険組合であり、 

事業所数は１００箇所で、全国２０都道府県に所在するが、約７割が東海地方（愛知・三重・ 

岐阜・静岡）に所在している。 

 被保険者 7,000 名（特例退職者被保険者 600 名を含む）、被扶養者 6,000 名の加入者を有する 

保険者であり、平均年齢は 46歳（一般 44 歳、特例 68歳）で、この内 40歳以上が全体の 47％ 

を占め、これらを対象に特定健康診査・特定保健指導を進めている。 

 当健康保険組合の特定健康診査・特定保健指導実施率は、平成 28年度値でそれぞれ 73.8％、 

11.2％と低調であり、平成 29年度においても国の参酌標準である 90％、60％とは、相当の 

開きがある状況にある。 

[平成 29 年度（30/2 月時点）の実績値―特定健康診査 74.6％、特定保健指導 10.9％] 

 

特に、過年度の受診結果等々から伺えることは、被保険者はもとより被扶養者についても、 

メタボ・メタボ予備群の割合や血圧・血糖・脂質異常に対する服薬者が年々上昇しており、 

重症化防止や受診勧奨に関する取組みを一層強化する必要がある。 

 [平成 29年度（30/2 月時点）の全特定健康診査実施者に占める割合] 

   (1)メタボ構成比（基準該当・予備群該当）30.0％ 

   (2)服薬者割合 ①血圧 22％  ②血糖 8％  ③脂質異常 15％ 



  
 

 

特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

 

1 特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系 8学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断基準 

を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、 

発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能 

であるという考え方を基本としている。 

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等 

が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって 

生活習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。 

 

 

2 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

第二期の取組みを踏まえ、当健康保険組合との契約外健診機関での受診者（償還払い）の受診

結果（健康調査票を含む）を受領することや、人間ドック受診者・特定健康診査受診者（集合 

契約Ａによる受診）の増を図ることにより、更なる受診者のデータ取り込みを行う。 

 

 

3 事業者等が行う健康診断及び保健指導との関係 

事業者が健診を実施した場合は、健康保険組合と事業主との共同実施する健康診査事業として

健診データを共同利用できること（公表）から、健康保険組合が指定する様式（ＸＭＬ形式）

を各健診機関から受領する。なお、この健診費用は事業主が負担する。 

 事業者が行う保健指導は、労働安全衛生法に関する項目が主体であるため、特定健康診査に 

関する項目の保健指導は、健康保険組合が主体となって行う。（個別契約・外部委託を含む） 

 

 

4 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病予備群を生活習慣病に移行させない 

ようにすることである。 

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して、自らの生活習慣を変えること 

（行動変容）ができるように、課題抽出のための分析を行い、その結果を出す保険指導（特定 

保健指導）を実施する。 

特に、リスクの重複がある対象者に対しては、早期に介入し、行動変容に繋がる保険指導を 

行うとともに、健診結果の経年変化及び将来予測を踏まえ、目標に沿った保健指導を計画的に 

実施する。 

なお、第二期から始めた、外部委託業者が自宅へ訪問し、初回面談を行うことにより、本人 

（対象者）と家族の意識をより効果的に向上させる方法も継続し、保健指導実施率向上と内容 

の充実を図る。（健保連愛知連合会特定保健指導等支援事業に参画） 



  
 

 

Ⅰ 達成目標 

 

1 特定健康診査の実施に係る目標 

平成３５年度における特定健康診査の実施率を９０．０％とする。 

この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率                                    （％) 

  30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 国の参酌標準 

被保険者 92.0 94.0 95.0 96.0 97.0 98.0 ― 

被扶養者 50.0 60.0 65.0 70.0 74.0 76.0 ― 

被保険者＋被扶養者 77.0 82.0 84.0 87.0 89.0 90.0 90.0 

 

 

2 特定保健指導の実施に係る目標 

平成３５年度における特定保健指導の実施率５５．０％とする。 

 この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率                                    （人） 

 （被保険者＋被扶養者） 

 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 国の参酌標準 

40 歳以上対象者（人） 5,505 5,914 6,118 6,280 6,389 6,434 ― 

特定保健指導対象者数

（推計） 
946 1,017 1,053 1,080 1,099 1,107 ― 

実施率（％） 20.0 30.0 40.0 45.0 50.0 55.0 55.0％ 

実施者数 189 306 421 486 550 608 ― 

 

 

3 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

平成３５年度において、平成２０年度と比較した特定保健指導対象者の減少率を２５％以上と

する。 



  
 

Ⅱ 特定健康診査等の対象者数 

1 対象者数 

 

①  特定健康診査 

被保険者                                     （人） 

  30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上対象者 4,630 4,679 4,701 4,683 4,649 4,626 

目標実施率（％） 92.0 94.0 95.0 96.0 97.0 98.0 

目標実施者数 4,260 4,398 4,466 4,496 4,510 4,533 

 

被扶養者                                     （人） 

  30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上対象者 2,489 2,526 2,542 2,548 2,539 2,523 

目標実施率（％） 50.0 60.0 65.0 70.0 74.0 76.0 

目標実施者数 1,245 1,516 1,652 1,784 1,879 1,901 

 

被保険者＋被扶養者                                （人） 

  30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上対象者 7,119 7,205 7,243 7,231 7,188 7,149 

目標実施率（％） 77.0 82.0 84.0 87.0 89.0 90.0 

目標実施者数 5,505 5,914 6,118 6,280 6,389 6,434 

 

 

② 特定保健指導の対象者数 

被保険者＋被扶養者                                （人） 

  30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上対象者 5,505 5,914 6,118 6,280 6,389 6,434 

動機付け支援対象者 451 485 502 515 524 528 

実施率（％） 20.0 30.0 40.0 45.0 50.0 55.0 

実施者数 90 146 201 232 262 290 

積極的支援対象者 495 532 551 565 575 579 

実施率（％） 20.0 30.0 40.0 45.0 50.0 55.0 

実施者数 99 160 220 254 288 318 

保健指導対象者計 946 1,017 1,053 1,080 1,099 1,107 

実施率（％） 20.0 30.0 40.0 45.0 50.0 55.0 

実施者数 189 306 421 486 550 608 

 

 

 



  
 

Ⅲ 特定健康診査等の実施方法 

 

（1）実施場所 

  特定健康診査は、被保険者（任意継続被保険者・特例退職者被保険者を除く）については、 

事業主が指定する（認めた）健診機関及び健診場所で実施する。 

任意継続被保険者・特例退職者被保険者・被扶養者については、最寄りの特定健康診査が 

行える健診機関で実施する。 

特定保健指導は、個別契約締結健診機関及び集合契約に基づく健診機関又は健康保険組合と 

契約する外部委託期間で実施する。 

 

（2）実施項目 

  実施項目は、標準的な健診・保健指導プログラム第２編第２章に記載されている健診項目と 

する。 

 

（3）実施時期 

  実施時期は通年とするが、主としては４月から９月末までに実施するものとする。 

 

（4）委託の有無 

ア 特定健康診査 

    個別契約（人間ドック等）によるほか、受診券交付（毎年４月下旬）による集合契約Ａ 

に基づく最寄りの健診機関での実施による。 

イ 特定保健指導 

    上記アの通り。実施については、標準的な健診・保健指導プログラム第３編第６章の 

考え方に基づき、アウトソーシング（個別契約又は集合契約Ａに基づく健診機関）に 

より実施する。 

 

（5）受診方法 

  被保険者（任意継続被保険者・特例退職被保険者を除く）の健診については、事業主が指定 

する（認めた）健診機関及び健診場所で実施し、個別契約締結先の健診機関については、 

階層化により保険指導を必要とする者については、本人の意思確認により、希望する者は 

当該機関で実施する。 

なお、個別契約外の健診機関及び集団健診での受診者については、その結果を受け、健康 

保険組合で階層化し通知、本人が特定保健指導を希望した者については、保健指導利用券を 

交付し、集合契約Ａに基づく最寄りの健診機関や健康保険組合と契約する外部委託機関で 

実施する。 

また、任意継続被保険者・特例退職被保険者・被扶養者については、個別契約締結先の健診 

機関或いは集合契約Ａに基づく最寄りの健診機関や健康保険組合と契約する外部委託機関で 

実施する。 

  特定健康診査及び特定保健指導の本人負担は無料とする。ただし、規程の実施項目以外を 

受診した場合は、その費用は本人負担とする。 



  
 

（6）周知・案内方法 

  周知は、一般被保険者については社内文書、任意継続被保険者・特例退職被保険者について 

は案内文書で行うとともに、当健康保険組合機関誌及びホームページに掲載して行うものと 

する。 

 

（7）健診データの受領方法 

  健診のデータは、契約健診機関或いは集合契約Ａに基づく実施については、支払基金を通じ

電子データを随時（又は月単位）受領して、当健康保険組合で保管する。 

また、特定保健指導についても個別契約締結先健診機関或いは集合契約Ａに基づく実施につ

いては、支払基金を通じ電子データを随時（又は月単位）受領してするものとする。 

なお、何れも保存期限は５年とする。 

 

Ⅳ 個人情報の保護 

 当健康保険組合は、トーエネック健康保険組合個人情報保護管理規程を遵守する。 

 当健康保険組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に 

漏らしてはならない。 

 当健康保険組合のデータ管理者は、常務理事とする。また、データの利用者は当健康保険組合 

 職員に限る。 

 外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

 

Ⅴ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 本計画の周知は、機関誌やホームページに掲載し、公表する。 

 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 当計画については、必要に応じ都度見直しを行う。 

 また、平成３３年度に３年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合その他必要が 

ある場合には見直すこととする。 

 

以上 

 


